
0

1 頁平成21年 6月 5日  16時19分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

03 障がい者福祉費

障がい者支援課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1506000000

044636

086

00

0

00

障がい者自立支援特別対策事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

障がい者の自立と社会参加の推進

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

4,7580015,9300

20,68820,68820,6880

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 15,9304 共済費 都道 02 02 01 064
7 賃金 障害者自立支援特別対策事業補助金
11 100需用費
12 50役務費
13 1,512委託料
15 工事請負費
18 備品購入費
19 15,058負担金補助及び交付
20 3,968扶助費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　　　かけて本事業を実施してきたが、新法への移行等の円滑な実施や事業者に対する
　　　運営の安定化等を図るため、平成２１年度から平成２３年度にかけて本事業が

①事業運営安定化事業

　　　なる事務処理の円滑な対応が図られる。
　　　ことにより、障がい者の自立と社会参加を促進できる。また、一時的に必要と
　　　　障がい者及び事業者に対する激変緩和措置や通所サービスの利用促進を図る
②　事業の必要性
　　　延長されたものである。

　　　　障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、平成１９年度から平成２０年度に
①　事業の概要

　　に対し助成を行うことにより利用者負担の軽減が図られる。　対象者２名
　　　進行性筋萎縮症者療養等給付事業受給者で引き続き療養介護事業を受給している者
④進行性筋萎縮症者療養等給付事業受給者に対する負担軽減措置
　　　法の改正等に係る事務の円滑な実施が図られる。
③障害者自立支援法等改正施行円滑化特別支援事業
　　利用者の負担が軽減される。　対象事業所　８ヶ所
　　　通所施設等において行われる送迎サービスに対し助成を行うことにより
②通所サービス等利用促進事業
　　により円滑な移行が実施できる。　
　　　報酬算定方法の変更に伴う激変緩和措置として対象事業者に助成を行なうこと

鳥取県の要綱

県補助金
事業運営安定化事業　　　

通所サービス等利用促進事業
　　947,520×3/4＝710,000円
進行性筋萎縮症者療養等給付事業受給者に対する激変緩和措置事業
　　1,662,000×10/10＝1,662,000円

　　3,020,000×3/4＝2,265,000円
障害者自立支援法等改正円滑化特別支援事業

　　15,058,000×3/4＝11,293,000円
　　

会計 001 一般会計 03款 01項 03目 08600000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 5日  16時20分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

03 障がい者福祉費

障がい者支援課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1506000000

047628

090

00

0

00

小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

障がい者の自立と社会参加の推進

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

151001500

3013013010

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 15020 301扶助費 都道 02 02 01 074
小児慢性特定疾患児日常生活用具給

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

②事業の必要性
　小児慢性特定疾患児の生活の質を向上させる。

①事業計画

　小児慢性特定疾患児に特殊寝台等の日常生活用具給付を行う。
①事業の概要

　負担を軽減することができる。
　特殊寝台や特殊マット等の給付によって、障がい者本人及び介護者の身体的、精神的負
②事業効果
　用具を給付する。
　小児慢性特定疾患児に対し、障害がい内容に応じ、特殊寝台や特殊マット等の日常生活

小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業実施要綱、在宅福祉事業費補助金交付要綱

①財源　
（県補助金）

　

　301,000×1/2＝150,000
事務事業評価：実施

会計 001 一般会計 03款 01項 03目 09000000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 9日  14時20分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

03 障がい者福祉費

障がい者支援課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1506000000

049323

092

00

0

00

福祉の店販売促進事業（緊急雇用対策） 子育てを支援し、お年寄りが元気な

障がい者の自立と社会参加の推進

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

0004,5000

4,5004,5004,5000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 4,50013 4,500委託料 都道 02 07 01 004
ふるさと雇用再生特別交付金

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　　公的機関等での常設コーナー販売実現を働きかけ、あわせて、パンフレット・チラシ
　等の製作、配布活動による購買層増加と強化を狙う。

　販路拡大に専任職員を雇うことにより、雇用の創出を図れる。

　品ニーズを調査するとともに「福祉の店」取扱商品の開発並びに販売拡大を図る。
　　障がいのある人々が作業所等で製作した商品をイベント会場等で積極的に紹介し、商

　雇用創出人数　4人

１　財源説明
　ふるさと雇用再生特別交付金　10/10

会計 001 一般会計 03款 01項 03目 09200000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 9日  14時21分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

06 老人福祉費

長寿社会課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1504000000

048588

145

00

0

00

高齢者ライフサポート事業（緊急雇用対策） 子育てを支援し、お年寄りが元気な

明るい長寿社会の実現

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

0001,6900

1,6901,6909,0007,310

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 1,69013 1,690委託料 都道 02 07 01 004
ふるさと雇用再生特別交付金

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　米子市社会福祉協議会が地域社協等を活用し、高齢者の困りごと相談を受付け、その解

るための相談員を米子市社会福祉協議会に設置したことの広報を図る。
　高齢者が自宅で生活するための日常的な困りごと相談をはじめとし、日常生活を支援す

雇用創出人数　2人（当初予算）

で、地域で高齢者支援をしようとする機運の醸造を図る。
　また、高齢者を支援する協力事業者のサービス内容や活動等を積極的にＰＲすること
高齢者世帯の相談窓口の一元化が図れる。
　社会福祉協議会が日常生活の困りごと相談を受付ける専任の相談員を設置することで、
決にあたるための事業者等の斡旋をする。

　ふるさと雇用再生特別交付金事業補助金（県１０/１０）

会計 001 一般会計 03款 01項 06目 14500000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 5日  13時43分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

06 老人福祉費

長寿社会課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1504000000

049367

146

00

0

00

地域健康づくり推進事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

明るい長寿社会の実現

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

01,864000

1,8641,8641,8640

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

21 1,8647 472賃金 諸収 04 03 03 219
8 31報償費 長寿社会づくりソフト事業費交付金
11 1,081需用費
12 120役務費
18 160備品購入費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

①地域サポーター養成講座の開催
②いきいきサロンへの健康運動指導士等の派遣

　新たな地域サポーターが養成され、地域での健康づくり活動が促進される。このことに

③地域サポーターユニフォームの作成

ンネリ化しがちなサロン活動の活性化を図る。また、地域サポーターの養成を図る。
　地域サポーター等が主催する地域のいきいきサロン等に健康運動指導士等を派遣し、マ

し、住民参加の増加も図れる。
　また、いきいきサロンへの指導者の派遣により、サロン活動での活動メニューが多様化
よりいきいきサロンの新設も期待される。

長寿社会づくりソフト事業費交付金　補助率10/10
（（財）地域社会振興財団交付金）

会計 001 一般会計 03款 01項 06目 14600000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 5日  13時53分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

06 老人福祉費

長寿社会課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1504000000

049368

147

00

0

00

認知症対策連携強化事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

明るい長寿社会の実現

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

00006,000

6,0006,0006,0000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 6,00013 6,000委託料 国庫 02 02 01 039
認知症対策連携強化事業補助金

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

体制を確立していくことが必要である。
　今般、認知症の専門的医療を提供するために本市に設置された認知症疾患医療センター

・認知症疾患医療センターや権利擁護の専門家等とネットワークを構築し、具体的な援助

体制を強化し、認知症の医療と介護の切れ目無い提供等を行うことを目的とする。
に、認知症連携担当者を配置することで、地域における認知症ケア体制及び医療との連携

理解に基づく本人や家族に対する支援などを通じ、地域において総合的かつ継続的な支援
　認知症対策については、早期段階から適切な診断と対応、認知症に関する正しい知識と

・地域包括支援センターに対して、専門的見地からの具体的な相談援助を行う。
を行うことが出来る。

認知症対策連携強化事業費補助金　国定額　6,000千円

会計 001 一般会計 03款 01項 06目 14700000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 9日  14時21分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

06 老人福祉費

長寿社会課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1504000000

049369

148

00

0

00

元気づくり地域応援事業（緊急雇用対策） 子育てを支援し、お年寄りが元気な

明るい長寿社会の実現

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

0004,8000

4,8004,8004,8000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 4,80013 4,800委託料 都道 02 07 01 004
ふるさと雇用再生特別交付金

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

①モデル地区での住民主体の体操教室の開催支援
②地域住民への体操指導

　地域サポーター等の地域活動の活性化が促進され、本市が進める地域での元気づくり事

④介護予防に関する企画
③地域サポーターへの体操実技指導

域での健康づくり事業を委託する。
　地域での運動指導に実績があり，かつ専門的ノウハウを有するフィットネスクラブに地

　雇用創出人数　1人

業の推進が図れる。

介護保険法

　ふるさと雇用再生特別交付金事業補助金（県１０/１０）

会計 001 一般会計 03款 01項 06目 14800000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 2日  20時29分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

08 隣保館運営費

人権政策課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

701000000

047572

009

00

0

00

前田隣保館整備事業 ゆとりある心豊かな米子

人権尊重都市の実現

豊かな心を育む人権・教育と歴史・

『こころ』がいきいき

0

901,8005,4240

7,2337,2337,2330

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 5,42411 100需用費 都道 02 02 01 072
15 6,993工事請負費 隣保館等施設整備費補助金

22 1,80019 140負担金補助及び交付 地方 01 01 01 003
隣保館等施設整備事業債

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

実施する。

１　農業集落排水施設への接続工事

水洗化する。合せて建築後２０年以上が経過し、建物の一部が老朽化したので修繕工事を
　大高地区の農業集落排水施設が整備されたことに伴い、汲み取りのし尿設備等を

  ープ工事等）
２　隣保館の老朽施設等の新設・改修（屋上防水工事、多目的トイレの新設、玄関のスロ

（１）財源
　　鳥取県隣保館等施設整備費補助金（補助率　３／４）

　　　２次評価では、実施と評価

　　起債　
（２）事務事業評価の反映状況

会計 001 一般会計 03款 01項 08目 00900000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 5日  14時15分  作成

03 民生費

02 児童福祉費

01 児童福祉総務費

児童家庭課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1505000000

001947

007

00

0

00

地域子育て支援センター事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

安心して子育てができる環境づくり

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

631001,2610

1,8922,78334,82432,932

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 1,2611 報酬 都道 02 02 02 028
4 共済費 地域子育て支援拠点事業費補助金
7 1,383賃金
8 報償費
9 5旅費
11 104需用費
12 役務費
13 委託料
14 使用料及び賃借料
18 400備品購入費
19 負担金補助及び交付
27 公課費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

＜臨時職員賃金＞

方面の子育て支援体制の拡充を図るため、保育園を利用し週２回子育て支援を実施する。
　淀江方面に子育て支援センターがなく、利用したくてもできない状況にあるので、淀江

保護者の育児に対する不安解消に努める。
　淀江方面に子育て支援体制を拡充することで、淀江方面の子育て環境の向上を図り、

　設備の充実を図る。
＜庁用器具費＞
　子育てひろば支援センターを常時３人勤務とし、子育て支援体制の充実を図る。

　地域子育て支援拠点事業補助金（県支出金）補助率２／３

会計 001 一般会計 03款 02項 01目 00700000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 8日  14時38分  作成

03 民生費

02 児童福祉費

01 児童福祉総務費

児童家庭課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1505000000

047695

037

00

0

00

放課後児童対策事業（なかよし学級開設時間延長事業） 子育てを支援し、お年寄りが元気な

安心して子育てができる環境づくり

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

404235000

6399586390

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

13 2351 569報酬 分担 02 01 02 003
7 70賃金 学童保育運営費負担金

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　9月から試行的に2学級で実施しその効果を見極め、次年度以降、可能な個所から随時事

保護者のニーズに対応するため、なかよし学級の開級時間延長を２学級で試行的に行う。

　なかよし学級パート職員賃金のうち、時間延長にかかるもの
＜賃金＞
　なかよし学級非常勤職員報酬のうち、時間延長にかかるもの
＜報酬＞
業展開していく。

学童保育運営費負担金235,200円

会計 001 一般会計 03款 02項 01目 03700000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 5日  14時21分  作成

03 民生費

02 児童福祉費

03 児童措置費

児童家庭課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1505000000

044127

049

00

0

00

保育所農業集落排水接続事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

安心して子育てができる環境づくり

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

003,60000

3,6006,5653,6000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

22 3,60013 0委託料 地方 01 01 02 001
15 3,600工事請負費 児童福祉施設整備事業

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　な保育環境を確保する。

＜工事請負費＞

　　農業集落施設排水設備への接続が可能となった園に、改修工事を行うことで、衛生的
（１）事業概要

　こたか・あがた保育園の農業集落施設排水接続工事費

地方債１００％

会計 001 一般会計 03款 02項 03目 04900000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 5日  15時55分  作成

03 民生費

02 児童福祉費

03 児童措置費

児童家庭課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1505000000

047732

053

00

0

00

民間認可保育所施設整備費補助事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

安心して子育てができる環境づくり

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

2,612048,000101,2240

151,836151,836151,8360

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 101,22419 151,836負担金補助及び交付 都道 02 02 02 029
安心子育て支援サービス体制緊急整
22 48,000地方 01 01 02 001
児童福祉施設整備事業

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

度に移行することとなった。
　これは国が県に交付する、子育て支援対策臨時特例交付金により県が基金（安心こども

　河崎保育園の改築に対して補助する。

ある。
あり、施設の整備については園の財政状況も加味しながら、米子市も援助していく必要が
　民間認可保育所は、本来は市が実施義務を負っている保育の実施を受託しているもので
ようとするものである。
基金）を造成し、これを市町村に交付することにより、民間の認可保育所の整備を促進し

は次世代育成支援対策施設整備交付金制度であったが、２２年度までは安心こども基金制
　保育所の施設整備については、現在私立保育園に対する補助制度しかなく、昨年度まで

　鳥取県安心子育て支援サービス体制緊急整備事業費補助金
　　交付予定額　１０１，２２４，０００円
　地方債　　　　　４８，０００，０００円
　事務事業評価‥‥実施

会計 001 一般会計 03款 02項 03目 05300000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 5日  15時45分  作成

03 民生費

02 児童福祉費

03 児童措置費

児童家庭課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1505000000

049317

055

00

0

00

保育所耐震改修事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

安心して子育てができる環境づくり

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

000065,500

65,50067,72165,5000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 47,61511 0需用費 国庫 02 01 01 010
12 400役務費 地域活性化・経済危機対策臨時交付

15 17,88513 5,100委託料 国庫 02 04 01 024
15 60,000工事請負費 住宅・建築物安全ストック形成事業
18 0備品購入費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　　昭和56年度以前に建設された2階建て以上又は200㎡以上の非木造建物（15箇所）につ
　　いて行った耐震診断の結課、「補強が必要」と判定されたものについて耐震改修を実

　　び保護者等の安心・安全が図られる。
　　以上）が発生した際に、保育所の倒壊等による被害が軽減されることとなり、園児及
　　　耐震改修を実施することにより、平成12年鳥取県西部地震と同程度の地震（震度5
（２）事業効果

　　施する。

　　　公立保育所（17箇所）のうち、国が定めた「公共施設等耐震化事業要綱」に基づき
（１）事業概要

　　　　　事業費　計　65,500千円

　　備品購入費外　　　 　700千円
　　仮設園舎工事　　　25,000千円
　　耐震補強工事　　　35,000千円
　　耐震補強実施設計 　4,800千円

　あがた保育園　福万363番地4（定員90名）の耐震改修

　　住宅・建築物安全ストック形成事業補助金
　　　(35,000千円＋(35,000千円×2.2％))×1/2＝17,885千円
　　地域活性化・経済危機対策臨時交付金　　　　47,615千円

会計 001 一般会計 03款 02項 03目 05500000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月11日  17時46分  作成

03 民生費

02 児童福祉費

03 児童措置費

児童家庭課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1505000000

049621

056

00

0

00

子育て応援特別手当事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

安心して子育てができる環境づくり

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

0000159,600

159,600159,600159,6000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 153,1443 326職員手当等 国庫 02 02 02 009
4 162共済費 子育て応援特別手当交付金

15 6,4567 1,205賃金 国庫 02 02 02 010
11 1,200需用費 子育て応援特別手当事務費交付金
12 1,900役務費
13 113委託料
14 1,550使用料及び賃借料
19 153,144負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

支給対象見込児童数　　４，２５４人

小学校就学前３年間の子に対し、一人あたり３．６万円を支給する。
　経済危機対策として、平成２１年度に限り、子育て応援特別手当を第一子まで拡大し、

子育て応援特別手当交付金　　　　　国　１０／１０
子育て応援特別手当事務費交付金　　国　１０／１０

会計 001 一般会計 03款 02項 03目 05600000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 5日  16時18分  作成

03 民生費

02 児童福祉費

03 児童措置費

福祉政策室

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

1507000000

049739

057

00

0

00

配偶者等からの暴力による被害者への子育て特別支援事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

安心して子育てができる環境づくり

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

0000370

3703703700

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 37011 3需用費 国庫 02 01 01 010
12 7役務費 地域活性化・経済危機対策臨時交付
19 360負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

置として、警察からの被害証明の発行を受けたり、「配偶者等に対する暴力防止」関係機
関で市が被害者であることを確認できる者に対して、住民登録がなくても独自に給付を行

子育て応援特別手当（３万６千円）と同額をそれぞれ該当者に支給する。

い、その生活を応援しようとするもの。

にともない、ＤＶ被害により実質的に受け取ることができないＤＶ被害者に対し、救済措
　国の平成21年度補正予算案に盛り込まれている子育て応援特別手当(平成21年度版)実施

　参考　平成20年度の同事業実施実績　１件　36,000円
　相当額　＠36,000千円×10名（見込み数）＝360,000円

地域活性化・経済危機対策臨時交付金　　370千円
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